
科
学
省
の
税
制
改
正
要
望
に
よ
り
、
次
の

優
遇
措
置
が
講
じ
ら
れ
る
こ
と
に
な
り
ま

字
{
ー
―
-
―
-
-
-
＿
-
―
―
―
箪
—
-

の
寄
附
金
に
つ
い
て
、
適
用
下
限
額
が

0
円
か
ら

2
0
0
0
円
に
引
き
下
げ
ら
れ

。
こ
れ
に
よ
り
、
寄
附
金
の
額
が
年
間
合

0
0
0
円
を
超
え
れ
ば
減
税
の
対
象
と
な

。
今
回
の
寄
附
税
制
の
拡
大
に
よ
り
、
少

の
増
加
が
見
込
ま
れ
、
一
層
の
寄
附
の
広

期
待
さ
れ
ま
す
。

等
学
校
等
就
学
支
援
金
に
つ
い
て
は
非
課
税

る
な
ど
、
高
等
学
校
等
に
係
る
授
業
料
の
実

償
化
に
対
応
し
た
税
制
上
の
措
置
を
講
ず
る

と
な
り
ま
し
た
。

た
、
高
校
の
実
質
無
償
化
に
伴
い
、

16
歳
か

歳
ま
で
の
特
定
扶
養
就
族
に
対
す
る
控
除
の

部
分
（
所
得
税
ぶ
勾
万
円
、
住
民
税

[12

を
廃
止
す
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。
な

れ
ら
の
見
直
し
に
伴
い
、
現
行
よ
り
も
負

な
る
家
計
に
つ
い
て
は
適
切
な
対
応
を
検

オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
メ
ダ
リ
ス
ト
に
対
す
る
各
競
技

統
括
団
体
か
ら
交
付
さ
れ
る
金
品
に
つ
い
て
、
日

本
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
委
員
会

(
J
O
C
)
の
報
奨
金

と
同
額
（
第
1
位

:
3
0
0
万
円
、
第
2
位
；

2

0
0
万
円
、
第
3
位

[
1
0
0
万
円
）
ま
で
の
部

分
を
非
課
税
と
す
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

こ
れ
に
よ
り
、
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
メ
ダ
リ
ス
ト
の

社
会
的
評
価
を
嵩
め
、
今
後
の
活
躍
の
動
機
付
け

が
図
ら
れ
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
ま
す
。

~
上
記
の
他
、
①
研
究
開
発
促
進
税
制
に
つ
い
て

~
は
、
法
人
の
試
験
研
究
費
の
増
加
額
等
に
係
る
税

~
額
控
除
制
度
の
上
乗
せ
拮
置
の
2

年
間
の
延
長
、

~
②
国
立
大
学
法
人
のP
F
I

事
業
に
係
る
特
例
措

~
置
に
つ
い
て
は
、
5

年
間
の
延
長
が
認
め
ら
れ

~
（
そ
の
後
廃
止
）
‘
③
公
益
社
団c財
団
法
人
が
設

~
置
す
る
外
国
人
留
学
生
の
寄
宿
舎
に
係
る
不
動
産

ooo

取
得
税
に
つ
い
て
は
、
非
課
税
が
認
め
ら
れ
る
こ

~
と
に
な
り
ま
し
た
。

な
お
、
平
成

22
年
度
文
部
科
学
省
関
係
税
制
改

正
の
詳
細
に
つ
い
て
は
、
文
部
科
学
省

H

P

(
h
t
t
p
 :
1
‘
¥
w
w
w
.
m
e
x
t
.
g
o
.
J
p
¥
a
_
m
e
n
u
¥
k
a
i
k
e
i
¥
 

z
e
i
s
e
i
¥
1
2
8
8
4
-
4

含

tm)
に
も
記
載
さ
れ
て
い
ま
す
。

附金控除（所得税） について

所得

（

＼

 
5
-

＼ 

-5,000円） X 

文
部
科
学
省
大
臣
官
房
政
策
課
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